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「災害対応ロボットセンター設立構想」

平成２５年９月１０日

プロジェクトリーダー
東京大学工学研究科 教授 淺間 一

2013年度産業競争力懇談会（COCN） 「災害対応ロボットセンター設立構想」プロジェクト
資料４
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１．災害対応ロボットとは・・・

●無人化施工機械・作業用ロボット
・瓦礫除去、道路啓開等を行う遠隔

操作型の建設機械
・雲仙普賢岳の災害復旧工事、福島

第一原発での瓦礫除去等で活用
●陸上探査・作業ロボット

・福島原発建屋内の調査、インフラ
等各種点検作業、人命救助支援

●水中探査ロボット
・東日本大震災の際に海洋における

人命捜索で活用
●無人飛行ロボット

・空からの広域情報収集、近距離に
おける詳細情報収集に活用

い
つ
・
ど
こ
で
・
だ
れ
が

な
に
を
・
ど
の
よ
う
に

写真は2012年度COCN報告書より引用
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①国土強靭化 ②復興の加速 ③成長戦略

■東日本大震災復興 ■首都直下地震
■東海・東南海・南海地震 ■噴火・水害等大規模災害
■人工災害の脅威（ﾄﾝﾈﾙ、橋梁、ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ等、社会ｲﾝﾌﾗ老朽化）

2012年度COCN成果2012年度COCN成果

■防災ロボット⇒狭所情報収集機能等
■無人化施工システム⇒水陸両用走行機能等
■インフラ点検・メンテロボット

⇒難ｱｸｾｽｴﾘｱへのｱｸｾｽ機能等

■防災ロボット⇒狭所情報収集機能等
■無人化施工システム⇒水陸両用走行機能等
■インフラ点検・メンテロボット

⇒難ｱｸｾｽｴﾘｱへのｱｸｾｽ機能等

人の命を守る人の命を守る

２．検討の概要

政府方針・社会ニーズ政府方針・社会ニーズ

検討対象とする大規模災害検討対象とする大規模災害

災害対応ロボットの目的災害対応ロボットの目的

災害対応ロボットに求め
られる用途・機能

災害対応ロボットに求め
られる用途・機能

■災害対応ロボットの導入により
大規模災害において1人でも多くの人命を守る

災害対応ロボット
センターの構想

災害対応ロボット
センターの構想

要求分析要求分析 実現手段の検討実現手段の検討

■機能（行政/研究開発)
■体制・組織
■運用構想/運営主体
■ロードマップ
■配備基準/配備計画
■必要制度
■必要経費
■平時利用（事業計画）

■機能（行政/研究開発)
■体制・組織
■運用構想/運営主体
■ロードマップ
■配備基準/配備計画
■必要制度
■必要経費
■平時利用（事業計画）

■国土強靭化
■復興の加速
■成長戦略

●産業競争力

■国土強靭化
■復興の加速
■成長戦略

●産業競争力

■大規模災害の分析
■自治体等の意見聴取
■大規模災害の分析
■自治体等の意見聴取

考慮事項考慮事項

災害対応ロボット
の問題点

災害対応ロボット
の問題点



4

３．大規模災害の分析

大規模災害
(発生年)
災害形態

死者・不明者
死亡原因
被害額

重要な災害対応活動
(発災からの

救命活動時間)

有効性が期待できる
災害対応ロボット例

将来類似災害

関東大震災
（1923年）
火災型震災

約105,000名
焼死 ８７．１％

捜索救助活動(数時間)
道路啓開活動(1～72ｈ)

広域航空ﾛﾎﾞｯﾄ：情報収集・避難誘導
中型陸上ﾛﾎﾞｯﾄ：火災救助・消化支援
小型陸上ﾛﾎﾞｯﾄ：屋内情報収集

首都直下型地震
（木造密集地域）

阪神淡路大震災
（1995年）
倒壊型震災

約6,400名
圧死 ８３．３％
焼死 １２．８％
約9兆6000億円

捜索救助活動(1～72ｈ)
広域消火活動(数時間)
道路啓開活動(1～72ｈ)

広域航空ﾛﾎﾞｯﾄ：情報収集・避難誘導
狭隘部移動ﾛﾎﾞｯﾄ：倒壊家屋内捜索
小型陸上ﾛﾎﾞｯﾄ：倒壊家屋内捜索
中型陸上ﾛﾎﾞｯﾄ：救助作業支援

首都直下型地震

東日本大震災
（2011年）
津波型震災

約19,000名
溺死 ９２．４％
約16兆9000億円

情報収集活動(0.5～1ｈ)
広域避難誘導(0.5ｈ)
捜索・救助活動(1.0ｈ)
機動支援活動(1～72ｈ)

広域航空ﾛﾎﾞｯﾄ：情報収集・避難誘導
狭域航空ﾛﾎﾞｯﾄ：局所情報収集
大型陸上ﾛﾎﾞｯﾄ：避難支援（輸送)
中型陸上ﾛﾎﾞｯﾄ：瓦礫除去
小型陸上ﾛﾎﾞｯﾄ：瓦礫内捜索
小型水中ﾛﾎﾞｯﾄ：水中捜索
中型水中ﾛﾎﾞｯﾄ：水中救助
大型水中ﾛﾎﾞｯﾄ：水中瓦礫除去

東海・東南海・
南海地震

雲仙普賢岳
（1991年）
火砕流型災害

52名
焼死（火砕流)100％
約2300億円（～H8)

警戒監視活動(事前) 広域航空ﾛﾎﾞｯﾄ：監視・情報収集
大型陸上ﾛﾎﾞｯﾄ：復旧活動支援

長崎大水害
（1982年）
水害型災害

345名
土石流、崖崩 90％
約3000億円

情報収集活動（事前)
避難誘導活動(事前)
捜索救助活動(1～72ｈ)
道路啓開活動(1～72ｈ)

小型陸上ﾛﾎﾞｯﾄ：倒壊家屋内捜索
中型陸上ﾛﾎﾞｯﾄ：瓦礫・土砂除去
大型陸上ﾛﾎﾞｯﾄ：復旧活動支援
小型水中ﾛﾎﾞｯﾄ：水中捜索

ゲリラ豪雨等
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ロボット区分 目的 必要な機能 運用すべき機関

陸上ロボット 制限区域内生態調査 ・広域移動、家屋等の警戒監視
・野生化した家畜の調査・捕獲

警察、消防
自治体等

航空ロボット 災害現場情報収集 ・広域の映像・位置情報伝送
・津波被災者の海上捜索(赤外線)
・夜間運用と情報収集

自治体、
海保庁、消防、

警察等

水上ロボット 津波被災者の救助支援 ・津波被災者への自律接近と救助
信号発進

海保庁等

４．自治体等の意見聴取（福島県等）

【状況・意見等】
●ロボットの研究開発・運用・認証設備の設立

・南相馬市では２～３ｈａ分をフィールドとして提供する準備有り。ロボット運用のための安全性・
信頼性試験、認証試験を実施し、国が認証する仕組みを作ってもらいたい（南相馬市)

●被災現場の映像による情報収集
・土砂崩れ等の災害に対して対策本部で対応検討する際、現地の映像情報がないと状況を適
切に把握できず必要な物資を現地に投入できない。防災ヘリ等は被災者の救助を優先して運

用すため、早期情報収集能力に限界がある。（福島県）

●原発制限区域内における生態や家屋等の状況把握
・制限区域内の野生化した家畜による車両との衝突あるいは家屋の損壊などが問題化している。
家畜の現状調査と捕獲、放射線と健康状態の相関調査や制限区域内の家屋の巡回調査など

も重要（福島県）

【状況・意見等】
●ロボットの研究開発・運用・認証設備の設立

・南相馬市では２～３ｈａ分をフィールドとして提供する準備有り。ロボット運用のための安全性・
信頼性試験、認証試験を実施し、国が認証する仕組みを作ってもらいたい（南相馬市)

●被災現場の映像による情報収集
・土砂崩れ等の災害に対して対策本部で対応検討する際、現地の映像情報がないと状況を適
切に把握できず必要な物資を現地に投入できない。防災ヘリ等は被災者の救助を優先して運

用すため、早期情報収集能力に限界がある。（福島県）

●原発制限区域内における生態や家屋等の状況把握
・制限区域内の野生化した家畜による車両との衝突あるいは家屋の損壊などが問題化している。
家畜の現状調査と捕獲、放射線と健康状態の相関調査や制限区域内の家屋の巡回調査など

も重要（福島県）
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【無人飛行ロボット】

１ 使用目的
（１） 発災直後の広域被災状況の解明
（２） 孤立地域等の細部被害状況の解明
（３） 津波からの避難支援（局地の情報収集・伝達）
２ 期待する能力
（１） 夜間、悪天候における情報収集
（２） 映像、位置、生体反応等の情報を

リアルタイムに災害対策本部等へ伝送
（３） 津波からの避難に必要な情報・警報を住民に

直接連絡

【陸上探査・作業ロボット】

１ 使用目的
余震・火災・水没等危険な時期・場所での捜索・救助

２ 期待する能力
（１） 生体反応の感知等捜索能力
（２） 瓦礫、浸水、高温・火災等環境下での機動力
（３） 瓦礫等重量物の除去能力

【水中探査ロボット】

１ 使用目的
津波発生後の海洋における捜索・救助

２ 期待する能力
（１） 瓦礫、汚濁等劣悪環境下の海洋での探索能力
（２） 同上環境下における機動力、瓦礫除去能力
（３） 被災者等の救助能力

【津波避難支援ロボット】

１ 使用目的
津波からの避難住民の支援

２ 期待する能力
（１） 津波被害の予測・回避能力
（２） 避難住民を安全、迅速、努めて大量に輸送
（３） 居住地域、避難地域、避難経路の認識、

（１）に基づく判断

５．自治体等の意見聴取（高知県）

災害対応ロボット（地震・津波）についてのニーズ

高知県危機管理部作成（写真はCOCNで添付)



東日本大震災・福島原発事故への対応
• 被災者探索・災害対応活動支援
• 福島原発の緊急対応・廃炉措置
• 除染を含む復旧・復興
• 今後の災害・原発事故に対する備え

人が行うことが困難・不可能な作業・環境が多数存在／作業の効率化

⇒ロボットや遠隔操作機器の導入
Quince

Survey Runner

解決策：ニーズ駆動型開発，運用／緊急時配備体制の整備

 ビジネスとして開発が進むような需要創出，制度設計
 実用化推進のための戦略的研究開発
 ロボットや機器の「作る」と「使う」を継続的に回すための組織・拠点
 緊急時に迅速に配備可能にする体制
 以上を，省庁間連携，産官学連携の元に具現化

無人化施工システム

ASTACO-SoRa

Anchoriver III

管内点検ロボット

Hexa-rotor MAV

Kohga3

自然災害や社会インフラ・設備事故への備え
• 自然災害（地震，台風，火山爆発など）の脅威
– M７クラス首都直下型地震発生確率：50%(4年以内)

• 人工災害の脅威
– 社会インフラ（トンネル，道路，橋梁，等）の老朽化
– コンビナートなどの設備事故の増大

コンビナート事故は10年で10倍に急増

災害や事故の脅威が増大 科学技術を駆使した備え，予防

現実の問題点
■ 「ロボット技術」と「現場活用」のギャップが存在
■ ギャップを埋めるための戦略・施策・体制の欠落
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６．災害対応ロボットのニーズ（まとめ）



委託テストフィールド１
（消防庁？：Disaster City Japan）

委託モックアップ１
（エネ庁：福島モックアップ）

委託モックアップ２
（電事連：福井拠点）

委託テストフィールド３
（防衛省：訓練フィールド）

委託防爆性機能評価施設
（自衛隊，消防庁？）

災害対応ロボットセンター
■技術開発戦略策定・企画・マネジメント
■実証試験，オペレータ訓練
■機能評価・認証（防爆性，耐放性，安全性など）
■ロボット技術情報の集積化・一元的管理・提供
■緊急時対応（災害時の配備）

ニーズ駆動
研究開発
プロジェクト

機能評価・
用途開発
プロジェクト

センター直轄テストフィールド
■ロボット・機材の運用・管理
■走行・飛行・遊泳等機能実証試験
■オペレータ訓練
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７．災害対応ロボットセンターと関連機関との連携

国土強靭化本部？国土強靭化本部？ 総合科学技術会議総合科学技術会議内閣府内閣府

委託テストフィールド２
（国交省：工事フィールド）

委託安全性機能評価施設
（産総研）

委託耐放性機能評価施設
（JAEA）



１．産業として育っていない：商品として売り上げが期待薄で、ビジネスになら
ないと、見られている。企業や大学の研究室レベルで、技術開発が行われている
が、商品化に向けた段階に至っているものは少ない。

⇒ 国家予算を投入した技術開発の支援が必要
⇒ 平時でも使う用途開発を平行し、ビジネスとして成り立つ技術を育成。

２．開発が難しい：災害の現場で、どのような機能が必要か、詳細のスペックが決
め難い。（様々な応用動作、想定外対応など考慮が必要）

⇒ 「技術カタログ」を作成し、開発支援、および中長期ロードマップ作成
⇒ 実証試験を含む認証のしくみ、標準化を作成

３．運用のシステムが不十分：人命救助（消防）、インフラ復旧（国交省）、捜索
（自衛隊）等の区分けがあり、使用機材はそれぞれ特定されていて、連携が不十分
⇒ 府省庁を横断した運用のしくみを作成
⇒ 認証システム、技術カタログを活用し、緊急時の機動性を向上させる

４．産業競争力のベース技術育成：軍用技術をベースとする他国に負ける
⇒ ＤＡＲＰＡ型開発を、災害対応、およびインフラ長寿命化対応を旗印に、

日本で実現する。

１．産業として育っていない：商品として売り上げが期待薄で、ビジネスになら
ないと、見られている。企業や大学の研究室レベルで、技術開発が行われている
が、商品化に向けた段階に至っているものは少ない。

⇒ 国家予算を投入した技術開発の支援が必要
⇒ 平時でも使う用途開発を平行し、ビジネスとして成り立つ技術を育成。

２．開発が難しい：災害の現場で、どのような機能が必要か、詳細のスペックが決
め難い。（様々な応用動作、想定外対応など考慮が必要）

⇒ 「技術カタログ」を作成し、開発支援、および中長期ロードマップ作成
⇒ 実証試験を含む認証のしくみ、標準化を作成

３．運用のシステムが不十分：人命救助（消防）、インフラ復旧（国交省）、捜索
（自衛隊）等の区分けがあり、使用機材はそれぞれ特定されていて、連携が不十分
⇒ 府省庁を横断した運用のしくみを作成
⇒ 認証システム、技術カタログを活用し、緊急時の機動性を向上させる

４．産業競争力のベース技術育成：軍用技術をベースとする他国に負ける
⇒ ＤＡＲＰＡ型開発を、災害対応、およびインフラ長寿命化対応を旗印に、

日本で実現する。

８．災害対応ロボットセンターの必要性
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中間点での活動状況
１．各ＷＧ活動 （ロボットセンターの役割を具体的に提言準備）

ＷＧ１（運用、評価）；災害別に、評価項目、実証試験項目を洗い出し中
ＷＧ２（技術）；「技術カタログ」につき、ニーズ側とシーズ側の両視点から議論中
ＷＧ３（配備）；テストフィールドの想定と、保有、保管形態などを検討中。現地調査実施中。

２．Ｐｊｔ 全体（ＰＬ，各担当、事務局）；府省庁への説明、意見徴収活動展開中
内閣府、経産省、防衛省、国交省、復興省
古屋大臣（８／５）

今後の進め方
→ロボットセンターの必要性を理解頂き、政治主導型で、府省庁連携形態を創出を追求する。

（但しハコモノに拘らず）
（技術組合のような形態で立ち上げ、内閣府の統括下に配置する案なども検討）

■ プロジェクトリーダー 淺間 一（東京大学）

■ WG1（評価WG） 主査：田所 諭（東北大学）

■ WG2（技術WG） 主査：油田信一（芝浦工業大学）

■ WG3（配備WG） 主査：秋本 修（日立製作所）

■ メンバー ： 鹿島建設，清水建設，IHI，新日鐵住金，東芝，日立，ＨGＮＥ，富士通，三菱重工，三菱電機，

コマツ，熊谷組，大林組，大成建設，竹中工務店，日立建機，モリタホールディングス，トピー工業，

双日エアロスペース，フジタ，ホンダ，東急建設，千代田化工建設，JX（交渉中），三菱総研，東大，

東北大，芝浦工大，京大，早大，産総研、製造科学技術センター

■ オブザーバ：経済産業省，文部科学省，国土交通省，総務省，内閣府，防衛省，南相馬市，高知県，ＮＥＤＯ，
先端建設技術センター，JAEA，土研，ロボット学会，ロボット工業会，情報通信技術委員会

■ 事務局 ：コマツ，

■ 活動期間 ：2013年6月～2014年3月
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９．災害対応ロボットセンター設立構想プロジェクト



ご清聴有り難うございました。

以下参考資料と、２０頁以降にＣＯＣＮの説明を
添付します
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●東日本大震災での教訓（死者約16,000人、不明者約3,000人)
・早期情報収集と避難誘導機能の不足
・危険な災害状況下での人命救助・災害対応機能の不足
・福島原発周辺立入り制限区域の復旧・復興遅延

●災害対応ロボットの目的
・将来の大規模災害に対して災害対応ロボットを全国配備する

ことにより対策本部の意思決定と避難誘導に必要な早期情報
収集、危険な状況下での人命救助・災害対応活動支援に貢献

・福島立入り制限区域における瓦礫処理などに災害対応ロボッ
トを適用し、復旧・復興の加速に貢献

・トンネル・橋梁・プラント等老朽化インフラの点検・補修に活用
●災害対応ロボットの課題

・災害発生時、迅速に配備し運用する仕組みが不十分
・災害対応ロボットの有効性（安全性・信頼性・防爆性・作業性）

などを評価・認証する制度が未整備

●東日本大震災での教訓（死者約16,000人、不明者約3,000人)
・早期情報収集と避難誘導機能の不足
・危険な災害状況下での人命救助・災害対応機能の不足
・福島原発周辺立入り制限区域の復旧・復興遅延

●災害対応ロボットの目的
・将来の大規模災害に対して災害対応ロボットを全国配備する

ことにより対策本部の意思決定と避難誘導に必要な早期情報
収集、危険な状況下での人命救助・災害対応活動支援に貢献

・福島立入り制限区域における瓦礫処理などに災害対応ロボッ
トを適用し、復旧・復興の加速に貢献

・トンネル・橋梁・プラント等老朽化インフラの点検・補修に活用
●災害対応ロボットの課題

・災害発生時、迅速に配備し運用する仕組みが不十分
・災害対応ロボットの有効性（安全性・信頼性・防爆性・作業性）

などを評価・認証する制度が未整備

１０．災害対応ロボットの目的と課題
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１１．体制案（一例）

内閣府

政策統括官(防災担当)政策統括官(防災担当) 総合科学技会議総合科学技会議

文科省文科省

国土強靭化戦略本部国土強靭化戦略本部

防衛省防衛省

警察庁警察庁

指定公共機関

利用推進基本法等
ロードマップ、特区、制度検討

基盤技術研究

経産省経産省
製造・利用安全法
高度実用化研究

成長戦略・技術戦略

国交省TEC‐FORCE国交省TEC‐FORCE

研究開発・許認可・開発支援

消防庁消防庁

災害対応
ロボット
センター

（財団法人、技術組合、
独立行政法人など）

・実証試験
・防爆性等認証
・オペレータ訓練
・ロボット技術(者)管理
・直轄試験フィールド
・研究開発支援
・特殊ロボット配備

取得・配備・運用

総括、災害緊急事態対
処、地方・訓練、調査・

企画、防災計画、普及
啓発・連携、被災者行
政、事業推進

輸送支援
捜索・警戒

人命救助

ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ、化学会社等 自主防災
（税制優遇要）

自主防災
（税制優遇要）

捜索・警戒
財産保全

情報収集
人命救助支援

国交省国交省 認定・検定

総務省総務省 電波認可

国交省
防衛省
消防庁

国交省
防衛省
消防庁

試験支援
運用開発支援

海保庁海保庁
情報収集
人命救助

気象庁気象庁
早期情報収集
（警報)
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１２．災害対応ロボットの運用

●想定する災害対応ロボットの配備・運用
・国交省・消防庁・警察庁・防衛省などが，事前に災害対応

ロボットの整備，平時用途での活用，オペレータ訓練を実施
・自衛隊等の輸送支援を得て，全国から被災地へ機動的に集

中配備，国交省・消防庁・警察庁・防衛省・指定公共機関など
が人命救助・災害対応に弾力的に運用

●現地対策本部との連携
・現地対策本部の指示・要請に基づき他の防災機関とロボット

の連携運用と情報収集ロボットで取得した情報の共有
●想定する災害対応ロボットの例（災害時利用・平時利用）

【早期情報収集】広域・長時間飛行等の情報収集ロボット
【人命救助支援】瓦礫除去、道路啓開等の作業ロボット

狭隘部・水中移動等の捜索ロボット
【インフラ維持・管理】トンネル、橋梁、プラント等の点検ロボット

災害対応ロボットの配備・運用により国土強靭化に貢献
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１３．防災ｼｽﾃﾑ技術基盤としての災害対応ﾛﾎﾞｯﾄｾﾝﾀｰ

●災害対応ロボットセンターの位置づけ
・内閣府・防災担当の防災に関する計画に基づき、災害対応

ロボットセンターを設置
・戦略策定、ロードマップ、配備計画は内閣府防災担当が実施

●災害対応ロボットセンターの機能
【実証試験】開発ロボットの実用性を評価

福島での瓦礫処理、ホットスポット計測等も考慮
【防爆性認証】防爆性を評価・認証
【オペレータ訓練】 安全・確実に操作できることを評価
【ロボット・技術(者)管理】想定外災害時の弾力的運用基盤
【直轄試験フィールド】 走行、飛行、遊泳機能の検証、特区
【訓練支援】消防、自衛隊等のロボット操作訓練の支援
【研究開発支援】 ニーズ駆動型、機能評価型研究開発の支援

ソリューション導出競技会の企画・立案、実施

災害対応ロボットセンターは防災技術によるイノベーションに貢献
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１４．災害対応ロボットの平時利用例（福島復興への貢献）

①
②

③

②農地の空間線量測定

【ロボットを活用した放射性物質による汚染状況調査】
①ため池の放射性物質濃度測定

③道路側溝の空間線量率測定

Ｈ25.6.21採取結果

【自律型潜水ロボットによる効果】
・湖底の正確な測定が可能

※土はため池周辺をスコップで採取

【ラジコンヘリなどによる効果】
・少ない人員で作業が可能
・正確な位置情報、データ管理が容易

■問題点：除染が終えた後でも側溝に汚泥
が堆積することから定期的に道路側溝の空
間線量を測定する

【自走ロボットによる効果】
・少ない人員で作業が可能
・正確な位置情報、データ管理が容易

ため池の水（Ｂｑ/ｋｇ） ため池の土（Ｂｑ/ｋｇ）

Ｃｓ-134 Ｃｓ-137 Ｃｓ-134 Ｃｓ-137

ＮＤ 0.4 25,904 49,773

測定概要
(現状)

１６地点/1ha（25ｍメッシュ）調査
各地点毎1ｍ、50ｃｍ、1ｃｍ高さ

所要作業員 4.2ｈａを１日４人で測定

南相馬市作成
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１５．災害対応ロボット特区における受託事業

航空無人機
UAV

陸上無人機
UGV

水中無人機
UUV

放射線調査
○
空中放射線量率計測

○
地面放射線量計測
汚染土壌のサンプリング

○
水中放射線量計測
池・河川・河口部土壌のｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ

生態系調査

○
動物の動態調査
植物育成状況（広域）

○
植物採取
動物捕獲・運搬
生体調査（対放射線)

○
魚介類等サンプル採取・運搬

エリア除染
－ ○

表土採取・運搬
○
池・河川・河口部土壌採取・運搬

機材除染 － ○ －

作業環境構築
－ ○

道路、各種器材設置
－

財産保全
避難者への情報提供

○
上空からの監視

○
巡回監視

－

関連法規
航空法
電波法など

道交法
電波法など

船舶安全法
船舶法
電波法など



プロジェクト（文科省，経産省、国交省）
■技術開発（基盤技術研究（10年），高度実用化研究（5年）

特殊環境移動・アクセス技術
遠隔操作用安定通信技術
遠隔操作用空間認知技術
操作性向上のための自律化・知能化技術
計測技術とそれに基づく点検・診断・メンテ技術

■ソルーション導出競技会
システム化技術開発

災害対応ロボット

研究開発拠点（文科省）

テスト・運用フィールド
（平時の使用・訓練・準備）

研究室
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１６．研究開発拠点及び研究開発プロジェクト立ち上げ

国土強靭化・実用防災ロボット開発のための
研究開発拠点の設置と研究開発プロジェクトの立ち上げ



大学、企業

波及効果、派生事業波及効果、派生事業

■内閣府防災担当
■災害対応ﾛﾎﾞｯﾄｾﾝﾀｰ

● ﾛﾎﾞｯﾄ基盤技術研究
(機構、センサー、制御、
通信、エネルギー、知能等）

● 高度実用化研究
● 情報収集・分析技術研究
● 除染技術研究

等

● 戦略・ロードマップ策定
● 配備計画
●災害時の運用統制・指示
● 社会実証
● 認証
● オペレータ訓練
● ロボット技術者管理
● 研究開発支援

● 原子力災害⇒原子力災害対応ロボット
● 土砂災害等⇒重作業人命救助ロボット
● 水難・山岳事故⇒救難・捜索ロボット
● 津波、山林火災⇒災害警戒・監視ロボット
● コンビナート事故⇒消火・救助ロボット
● 避難区域保全⇒巡回監視ロボット
● インフラ維持⇒プラント点検ロボット

国土強靭化国土強靭化

● 資源開発⇒海底資源探査・開発ロボット
● 林業省力化⇒斜面移動ロボット
● 建設機械省力化⇒半自律作業ロボット

高度情報化施工ロボット
● 資源・インフラ受注⇒地雷処理ロボット
● 輸出産業、国際貢献⇒災害対応ロボット

成長戦略

復興庁、経産省、文科省、国交省、総務省、環境省、防衛省・・企業復興庁、経産省、文科省、国交省、総務省、環境省、防衛省・・企業

１７．災害対応ロボットの事業展開

復興の加速
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１．『産業競争力懇談会』

Council On Competitiveness – Nippon （COCN）

発足 ： ２００６年 ６月

目的： ・産業競争力強化（国の持続的発展の基盤技術開発）
・政策提言 （科学技術政策、イノベーション政策）
・実施具体化 （実行組織創設、国家予算支援）

会員 ：日本の産業競争力強化に深い関心を持つ産業界、
大学、独法研究所の有志

（３９会員：産業界３４社、４大学、１研究所）
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２. 産業競争力懇談会の取組み

日本の産業競争力の強化に係る活動

① イノベーションの実現に向けた現在的課題の摘出

② 分野融合による「プロジェクト」又は「研究会」の

組成と推進 (非会員を含め日本の潜在力の体系化・組織化）

③ 国の施策への提言（規制緩和、重点分野の推進等）

④ 実行推進母体の形成
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２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３

実現に向け具体的な推進母体が活動中のもの

推進母体検討中のもの

交通物流ルネサンス

（新ＩＴＳ）

バイオ燃料

（セルロース系）

水資源

（海外水循環

システム）

環境修復技術

資源リサイクル（レアアース等）

燃料電池自動車と

水素インフラ

次世代エネルギー

システム（ＡＥＳ）

EV・PHV充電インフラ

ヒートポンプ

リチウムイオン電池

先進都市構造の構築

バイオ燃料（微細藻類）

企業活動と生物多様性

機能性植物資源

（植物工場の活用）

都市づくり・社会システム構築

資源リサイクルと

希少金属の安定確保

太陽エネルギーの

化学エネルギーへの

変換

安全安心見守り

システム

活力ある高齢社会

（シルバーニューディール）

医療情報の活用

次世代医療システム

子供の成長を

支援する

社会システム

レジリエントエコノミーの構築

災害対応ロボットと運用システム

半導体技術開発

MEMSフロンティア

研究拠点

生活文化ルネサンス

（ユビキタス）

実質税負担率

ナノエレクトロニクス

グリーンパワエレ

基礎研究への産業界

の期待と責務

エンタプライズ

ソフトウェア生産技術

個人情報の安全に配慮した利活用の推進

実質税負担率（Ⅱ）

半導体戦略

（先端研究開発）

HPC（スパコン）の応用

グローバルもの

（コト）づくり

コトづくりからの

ものづくりへ

大学・大学院教育 産業基盤を支える

人材育成

子どもの理科離れ対策

グローバルなリーダー

人材の育成と活用

グローバル時代の

博士人材

イノベーション創出に

向けた人材育成

農林水産業と工業の

産業連携

社

会

的

課

題

産

業

基

盤

の

課

題

解決すべき課題

資源・エネルギー

環境の制約

超高齢社会

レジリエントな

社会

基盤技術

人材

（エネルギー）

（資源）

（少子高齢化）

（医療・介護）

（先端
テクノロジー）

（情報通信）

（もの（コト）

づくり）

炭酸ガスマネジメント

システム

都市交通システム

海外展開

エネルギー

ネットワーク

マイデータによる

健康管理

レジリエント・

ガバナンス

インフラ長寿命化

災害対応
ロボットセンター

食品物流

バリューチェーン

次世代半導体戦略

シミュレーション応用新材料設計

女性の活躍推進

地域資源

３．社会の課題解決と産業競争力強化の

ために取り組んできたテーマ群
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４．産業競争力懇談会の運営の考え方

（１）分野融合による社会イノベーションの実現

会員構成の多様さを活かし、各業界でのものづくりだけにとどまらず、

業界を越えた分野融合によるイノベーションの実現を指向する。

（２）手弁当精神と主体性をもった実行力

産業競争力上の諸課題の解決に意欲ある会員によってテーマを提案し、

自主的にプロジェクトを推進。

提言内容を、自らが主体となって実現する実行力を重視。

（３）政府や関連する団体との連携を重視

関連府省（８府省＋α）、総合科学技術会議有識者議員、

経団連と意見交換を積み重ね、テーマの設定、政策の実現、

成果の実効性に反映する。
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